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(57)【要約】
【課題】１００μ秒以上にレーザパルスの間隔を変化さ
せても、その間隔に影響されることなく安定したレーザ
パルスを出力できるファイバレーザ光源を提供する。
【解決手段】レーザ活性物質を含むファイバとその両端
にファイバグレーティングを設けたレーザ共振器と、前
記共振器の一端に励起光を入射する励起用レーザ光源と
、連続パルス光を出力する際に、前記励起用レーザ光源
に前記レーザ共振器がパルス発光できる第１の電流を与
えた後に、前記第１の電流より小さく前記レーザ共振器
の閾値電流より大きい第２の電流を与え、前記第２の電
流を停止した後に休止期間を設けて次のパルス発光を行
うための電流を前記励起用レーザ光源に与える駆動電流
供給手段と、から成るファイバレーザレーザ光源。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
レーザ活性物質を含むファイバとその両端にファイバグレーティングを設けたレーザ共振
器と、
前記共振器の一端に励起光を入射する励起用レーザ光源と、
連続パルス光を出力する際に、前記励起用レーザ光源に前記レーザ共振器がパルス発光で
きる第１の電流を与えた後に、前記第１の電流より小さく前記レーザ共振器の閾値電流よ
り大きい第２の電流を与え、前記第２の電流を停止した後に休止期間を設けて次のパルス
発光を行うための電流を前記励起用レーザ光源に与える駆動電流供給手段と、
から成るファイバレーザレーザ光源。
【請求項２】
前記駆動電流供給手段が、前記第１の電流を与えてから前記休止期間までを一単位として
、所望される連続パルス数に応じて前記単位を繰り返す請求項１記載のファイバレーザ光
源。
【請求項３】
前記第１の電流を停止した後に前記第２の電流を与えるまでの時間は１μ秒以下である請
求項１記載のファイバレーザ光源。
【請求項４】
前記休止期間は、前記レーザ共振器内部の緩和振動が消滅する時間より長く、前記レーザ
共振器内部の反転分布エネルギーが前記閾値電流に対応する値に低下する時間より短い範
囲である請求項１記載のファイバレーザ光源。
【請求項５】
前記休止期間が、１５μ秒以上で６０μ秒以下の範囲にある請求項１記載のファイバレー
ザ光源。
【請求項６】
前記第２の電流が、前記励起用レーザ光源のレーザ出力が２Ｗ以上になるように設定され
ている請求項１に記載のファーバレーザ光源。
【請求項７】
請求項１に記載のファイバレーザ光源と、
前記ファイバレーザ光源からのレーザ光を波長変換して高調波を出力する波長変換素子と
、
前記波長変換素子から出力される高調波の一部を検出する高調波出力検出器と、
前記ファイバレーザ光源の駆動電流供給手段から励起用レーザ光源へ出力する電流タイミ
ングを弁別するタイミング弁別手段と、
前記タイミング弁別手段によって弁別された前記レーザ共振器がパルス発光するタイミン
グで前記高調波出力検出器からの値をパルス出力値として取り込み、その値が目標値に近
づくように前記駆動電流供給手段の出力電流を調整する指示を行うパルス出力制御手段と
、
を備えた波長変換レーザ光源。
【請求項８】
前記パルス出力制御手段が、さらに前記タイミング弁別手段によって弁別された前記レー
ザ共振器に第２の電流を与える期間中に前記高調波出力検出器からの値を予備発光出力値
として取り込み、その値が目標値に近づくように前記駆動電流供給手段の出力電流を調整
する請求項７に記載の波長変換レーザ光源。
【請求項９】
前記パルス出力制御手段が、さらに前記パルス出力値と予備発光出力値との比を計算して
その比に基づいて、
前記レーザ共振器がパルス発光できるための前記励起用レーザ光源に送る電流を前記駆動
電流供給手段に指示する請求項８に記載の波長変換レーザ光源。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、安定なパルス光発生が可能なファイバレーザ光源およびそれを用いた波長変
換レーザ光源に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　１μｍ帯の波長の光を発生するレーザ光源には、Ｎｄ：ＹＡＧレーザ、Ｎｄ：ＹＶＯ4

レーザ等の固体レーザが主流であり、これらを用いたレーザ加工機やこれらの光を基本波
とした可視光源などが実現されている。ところが、大出力のレーザ出力を得るためには、
レーザ媒質の冷却が必要となり装置が大型になる。そこで、簡単な冷却でＷ級の高出力を
持つファイバレーザ光源が求められている。
【０００３】
　このファイバレーザ光源の基本動作について説明する。レーザ活性物質を含むファイバ
の両端側にファイバグレーティングを設けて一対の反射ミラーを形成する共振器を作り、
励起用レーザ光源からの励起光をファイバの一端から入射する。この励起光はファイバに
含まれるレーザ活性物質で吸収されると、レーザ活性物質が自然発光を発生する。ファイ
バ内部で発生した自然発光は、共振器の中を何度も反射して往復する間に、位相のそろっ
た光となり、レーザ活性物質により増幅されて光強度が増加する。同時に、ファイバグレ
ーティングにより波長選択されるので、波長のそろったレーザ発振となる。なお、ファイ
バとファイバグレーティングとは、接続部で融着接続されており、励起用レーザ光源は電
流駆動される。
【０００４】
　高いピークパワーを持つパルスレーザ光源であれば、穴あけなどのレーザ加工、高効率
波長変換などさらに用途が広がる。そのため、Ｑスイッチを利用したファイバレーザによ
るパルス光発生装置がある。これは、内部に希土類をレーザ活性物質として添加したファ
イバの両端にファイバブラッググレーティング（以下、「ＦＢＧ」とする）を設け、２つ
のＦＢＧ間でレーザ共振器を構成する。さらに共振器内に設けた過飽和吸収体よりレーザ
の過飽和吸収特性を利用してパルス発生が行われている。過飽和吸収特性によりＱスイッ
チ動作が可能となり、モードロックを利用することでファイバレーザの出力端から超短パ
ルスレーザ光を発生させている（例えば、特許文献１を参照。）。
【０００５】
　また、同様のファイバとこれを挟む１組のＦＢＧとで構成されるファイバレーザ装置に
おいて励起用のレーザ光源の入力パターンを最適化して矩形状の光パルスの先頭にサージ
パルスを伴わないようにして安定な矩形状の光パルスを生成する技術が知られている（例
えば、特許文献２を参照。）。このような構成により、不安定なサージパルスがないディ
スプレイや各種の分析などの用途に最適な安定な矩形状の光パルスを得ることができると
している。
【０００６】
　また、ファイバを用いた光源でパルス発光させる方法としては、変調された種光源をフ
ァイバアンプで増幅する方法がある。このような例として変調された種光源をファイバア
ンプで増幅する構成として、ファイバレーザ発振器（ＭＯ部）とファイバレーザ増幅器（
ＰＡ部）とを直列に接続して一定出力の高出力パルス列を発生するファイバレーザ装置に
おいて、発振器と増幅器との励起開始のタイミングを工夫することにより、光パルスが発
生する最初の段階から安定な一定出力の光パルス列が得られるとしている（例えば、特許
文献３、及び４を参照。）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００５－１７４９９３号公報
【特許文献２】特開２００７－１４２３８０号公報
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【特許文献３】特開２００７－３５６９６号公報
【特許文献４】特開２００８－１８１９４３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、前記従来の構成では、パルス間隔が短いと問題はないが、例えば１００
μ秒以上にパルス間隔を広げると、パルス間隔に依存したレーザパルスの出力低下が生じ
る。また、ファイバレーザへパルス励起信号を入力してからレーザパルスが発生するまで
の時間の遅れが増加する。すなわち、レーザパルスの間隔を広くして連続的にレーザパル
スを発生させると、レーザパルスの出力や出力タイミングが大きく変動するという課題を
有していた。
【０００９】
　本発明は上記従来の課題を解決するものであり、１００μ秒以上にレーザパルスの間隔
を変化させても、その間隔に影響されることなく安定したレーザパルスを出力できるファ
イバレーザ光源を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　前記従来の課題を解決するために、本発明のファイバレーザ光源およびそれを用いた波
長変換レーザ光源は、レーザ活性物質を含むファイバとその両端にファイバグレーティン
グを設けたレーザ共振器と、前記共振器の一端に励起光を入射する励起用レーザ光源と、
連続パルス光を出力する際に、前記励起用レーザ光源に前記レーザ共振器がパルス発光で
きる第１の電流を与えた後に、前記第１の電流より小さく前記レーザ共振器の閾値電流よ
り大きい第２の電流を与え、前記第２の電流を停止した後に休止期間を設けて次のパルス
発光を行うための電流を前記励起用レーザ光源に与える駆動電流供給手段と、
から成ることを特徴とする。
【００１１】
　さらに、本発明のファイバレーザ光源およびそれを用いた波長変換レーザ光源は、請求
項１に記載のファイバレーザ光源と、前記ファイバレーザ光源からのレーザ光を波長変換
して高調波を出力する波長変換素子と、前記波長変換素子から出力される高調波の一部を
検出する高調波出力検出器と、前記ファイバレーザ光源の駆動電流供給手段から励起用レ
ーザ光源へ出力する電流タイミングを弁別するタイミング弁別手段と、前記タイミング弁
別手段によって弁別された前記レーザ共振器がパルス発光するタイミングで前記高調波出
力検出器からの値をパルス出力値として取り込み、その値が目標値に近づくように前記駆
動電流供給手段の出力電流を調整する指示を行うパルス出力制御手段と、を備えたことを
特徴とする。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明のレーザ光源によれば、１００μ秒以上にレーザパルスの間隔を変化させても、
パルス光の出力タイミングや出力が変化しない。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】利得スイッチを用いたファイバレーザの原理を示す図
【図２】ファイバレーザにおける出力変動を説明するモデルを示す図
【図３】本発明の実施例１におけるファイバレーザ光源の構成を示す図
【図４】（ａ）本発明の実施例１におけるファイバレーザ光源の出力を示す図（ｂ）本発
明の実施例１におけるファイバレーザ光源の駆動電流波形を示す図
【図５】本発明の実施例１における予備励起出力とパルス出力のばらつきとの関係を示す
図
【図６】本発明の実施例１における休止時間のタイミングを示す図
【図７】パルス励起工程と予備励起工程との間の休止期間とサブピーク出力との関係を示
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す図
【図８】本発明の実施例１における発光停止工程の効果を示す図
【図９】発光停止時間とパルス出力の関係を示す図
【図１０】本発明の実施の形態１におけるファイバレーザ光源の効果を示す図
【図１１】本発明の実施の形態２における発光停止時間及びパルス励起電流と遅延時間と
の関係を示す図
【図１２】本発明の実施例２におけるファイバレーザ光源の構成を示す図
【図１３】本発明の実施例３におけるファイバレーザ光源の構成を示す図
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　最初に、レーザにおけるパルス光発生の原理について説明する。図１ａに示すのはレー
ザ共振器の概略図であり、レーザ媒質２０２を２つのミラー２０４、２０５で挟みレーザ
共振器を構成している。このレーザ共振器に、外部から励起光２１を入射して、レーザ発
振した出力光２０２を得る。ファイバレーザでは、レーザ媒質２０２がドープファイバに
相当し、ミラー２０４、２０５がファイバグレーティングに相当する。
【００１５】
　このレーザ共振器に、図１ｂに示すようなステップ状に強度変調された励起光２０１を
レーザ媒質２０２に入力すると、レーザ媒質内では図１ｃに示すように時間とともに内部
エネルギーが増加する。レーザ媒質がレーザ発振していなければ、内部エネルギーはレー
ザ共振器のレーザ発振閾値を超えて過飽和状態となる。この過飽和状態でレーザ発振が始
まると蓄積されたエネルギーが一度に放出されるため、図１ｄに示すようにパルス出力が
発生する。これが利得スイッチによるパルス発光の原理である。利得スイッチにおいては
、励起の開始時間からパルス発生までにエネルギー蓄積の時間ｔ１を必要とする。ここで
はｔ１を遅延時間と呼ぶ。このような利得スイッチを利用したファイバレーザを用いるこ
とで、簡単な構成でレーザパルスを発生できる。
【００１６】
　ところが、利得スイッチをファイバレーザに用いて連続パルス発光を行うと、従来知ら
れていなかった２つの問題が明らかになった。第１の問題は、ファーストパルスの問題で
ある。パルス間隔を広げていくに伴い、パルス発振開始時のファーストパルス出力が極端
に低下するという現象である。このファーストパルスの出力変動は、固体レーザにおいて
も見られる。しかし、この場合は、ファーストパルスの出力が増大するので、ファイバレ
ーザの現象とは明らかに発生メカニズムが異なる。第２の問題は、パルス間隔が変化する
と、励起光とファーストパルス出力との遅延時間ｔ１が変化する現象である。この遅延時
間が変化すると、パルス光の出力タイミングが変化する。これは、固体レーザでは見られ
ない現象である。
【００１７】
　ファイバレーザが固体レーザと異なる点は、共振器長が非常に長い点である。固体レー
ザの共振器長は最大でも１ｍ程度であり、一般には数１０ｃｍ程度のものが使用されてい
る。これに対して、ファイバレーザの共振器長は１０ｍ以上なので、固体レーザに比べて
共振器内部に蓄積されたエネルギーがレーザの発生に与える影響が異なる。
【００１８】
　このメカニズムを、図２を用いて説明する。図２は、ファイバレーザ共振器内部におけ
る蓄積されたエネルギーの分布を示したものである。横軸は距離で、共振器の入射部から
出射部までの位置を示す。縦軸は共振器内に蓄積される反転分布のエネルギーである。励
起光の矢印は入射部側から共振器内に励起光が入力している状態を示し、パルス光の矢印
はパルスレーザが発生している状態を示している。
【００１９】
　さて、図２ａに示すように、励起光が入射部に入力されるとファイバ共振器内部でエネ
ルギーが蓄積される。ファイバ共振器の励起光吸収係数が高いので、ファイバ内部で励起
光が減衰し、蓄積エネルギーも入射側から出射側に向かって減少する。さらに励起光を送
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り続けると、蓄積エネルギーがファイバ共振器の閾値を超えるため、パルス光が発生する
（図２ｂ）。このパルス発光は、ファイバ共振器がレーザ発振状態になるために生じる。
このとき、励起光や出力するパルス光がファイバ共振器内部を伝搬するため、エネルギー
分布がファイバ共振器全体に広がる（図２ｃ）。すなわち、レーザ発振によってファイバ
共振器内部に蓄積されたエネルギー分布が変化する。
【００２０】
　このようにして最初のパルスが出力されるが、この後にパルスを出力する場合は、ファ
イバレーザ特有の問題が生じる。その説明を、パルス発生直後に再びパルス励起を始めた
場合とパルス発生後しばらく時間を置いてパルス励起を始めた場合とに分けて説明する。
【００２１】
　パルス発生直後に再びパルス励起を始めたときのメカニズムを図２ｄ～ｅに示す。パル
ス発振が停止後、再び励起光を入力すると先のパルス発振によって蓄積されたエネルギー
に加えて励起エネルギーが再び蓄積される（図２ｄ）。さらに励起光を入力するとファイ
バ共振器の閾値を超えた時点でパルス光が発生する（図２ｅ）。このパルス光の出力は、
先に発生したパルス光よりも大きい。この理由は、直前のパルス発振で蓄積されたエネル
ギーが残っている間に励起光が入力されるので、残留したエネルギーが励起光によるエネ
ルギーに加算されるからである。
【００２２】
　次に、パルス発生後しばらく時間を置いてパルス励起を始めたときのメカニズムを図２
ｄ’、ｅ’に示す。パルス発生後にしばらく立ってからパルス励起を始めた場合では、パ
ルス発生直後に再びパルス励起を始めたときと比べ、ファイバ共振器内部に蓄積されたエ
ネルギーが少なくなる（図２ｄ’）。これは、先のパルス発振でファイバ共振器内部に蓄
積されたエネルギーは、時間と共に熱や自然発光となって失われていくからである。励起
光に加算されるエネルギーがパルス間隔の間に減少するためパルス出力が小さくなる（図
２ｅ’）。以上がパルス間隔によって出力するパルス光の出力が変動するメカニズムであ
る。
【００２３】
　次に、第２の問題である、パルス間隔により出力タイミングが変化するメカニズムを説
明する。パルス間隔による遅延時間の変化も、第１の問題と同様に残留エネルギーに起因
する。ここでは、パルス励起の開始からパルスが発生するまでの時間を遅延時間と呼ぶ。
遅延時間はパルス励起により蓄積されるエネルギーがパルス発生の閾値に達するまでに要
する時間である。先に説明したように、パルス間隔が広くなるに従い、ファイバ共振器内
部に蓄積された内部エネルギーは低下する。内部エネルギーが低下すると、パルス発生に
必要な励起エネルギー量が増大するため、励起時間が長くなり遅延時間が増加する。
【００２４】
　以上が、利得スイッチをファイバレーザに用いて連続パルス発光を行う際に生じる問題
の発生メカニズムである。
【００２５】
　次に、本発明のレーザ光源の実施の形態を図面とともに詳細に説明する。
【００２６】
　（実施の形態１）
　図３は、本発明の第１の実施の形態におけるレーザ光源の構成図を示す。ファイバレー
ザ光源１０１は、Ｙｂ添加ダブルクラッドファイバ１０３の両端にＦＢＧ１０４、１０５
を融着接続することでファイバ共振器をとした。本実施の形態で用いたＹｂ添加ダブルク
ラッドファイバ１０３のコア径は６μｍ、長さ１０ｍ～２０ｍ程度とした。励起用レーザ
光源には波長９１５ｎｍの半導体レーザ１０２を用い、ファイバ共振器の片方のＦＢＧ１
０３に励起光が入力できるように配置した。励起光を入力することにより、ファイバ共振
器内で共振して波長１０００ｎｍ～１１００ｎｍのレーザ出力光が発生する。このレーザ
出力を波長変換素子１０５に導けば、波長変換された短波長光が波長変換素子１０５より
出力される。共振波長はＦＢＧの反射波長で選択すれば良い。本実施の形態では、波長１
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０６４ｎｍのレーザ出力光を発生できるＦＢＧの反射波長を選んだ。このファイバ共振器
からレーザ出力の発生は、励起用レーザ光源１０１に接続された駆動電源１１０により行
われる。
【００２７】
　本発明の特徴は、励起用レーザ光源１０１を駆動する電流の与え方にある。図４ａに、
励起用レーザ光源に印加する電流波形を示す。まず、第１の電流（パルス励起電流）でレ
ーザパルス発振を行い（パルス励起工程）、その後、第２の電流（予備励起電流）を流し
て連続発光を行った後（予備励起工程）、発光を休止する（発光停止工程）からなる。こ
の発光停止工程の後、次のレーザパルス発振のための第３の電流を流す、というサイクル
を繰り返して、連続パルス発振を行うことに特徴がある。
【００２８】
　本実施の形態では、レーザパルス発振のための電流を等しくして連続発射する場合、す
なわち一定のパルス出力で連続的に発光させる場合を例に取り説明する。
【００２９】
　このときファイバレーザから出力する光の強度を図４ｂに示す。パルス励起工程による
第１の電流が流れた後、時間遅延してパルス光が出力する。予備発光工程での第２の電流
は、ファイバレーザを低出力で連続発光させるために、ファイバレーザの閾値電流以上の
電流を印加する。発光停止工程は利得スイッチを行うために、ファイバレーザ共振器内部
のレーザ発振を止める工程である。発光停止工程では、印加電流をゼロまたは励起用レー
ザ光源１０１の閾値電流以下にする。このようにして、パルス励起工程の間に予備発光工
程と発光停止工程とを設けることで、励起光の間隔を変化させても、安定した連続パルス
出力が得られる。
【００３０】
　図２で説明したように、ファイバレーザでは共振器長が長いので、パルス発光により内
部にエネルギーが分布して蓄積されている。このエネルギー量が、パルス出力、パルス間
隔で変化し、パルス特性に影響する。この問題を解決するのが、予備励起工程である。発
明者は、パルス発光した後のファイバ共振器を低出力で連続発光をさせると、パルス発光
により蓄積されたエネルギーの量をほぼ一定に保つことができることを見出した。そこで
連続パルス発光を行うためのパルス励起電流の間に、ファイバ共振器内に低出力の連続発
光をさせる予備励起工程を設けることにした。この予備励起工程により、パルス発光後の
ファイバ共振器内に蓄えられるエネルギー量は、時間が経過しても一定に保つことが出来
る。
【００３１】
　次に、ファイバ共振器に利得スイッチを適用してパルス発光させるためには、パルス励
起電流を投入する直前に、ファイバ共振器内部のエネルギー振動を安静な状態にする必要
がある。そのためには、低出力でのレーザ発振を止め、共振器内部の緩和振動が完全に消
滅する期間、励起用レーザ光源１０１の駆動電流を止めなければならない。すなわち、予
備励起工程の後には、発光停止工程が必要となる。
【００３２】
　ここで、励起用レーザ光源１０１の駆動電流を止めると、ファイバ共振器内部の蓄積エ
ネルギー量は、急速に低下すると思われる。そうすると、次のパルス励起工程によるパル
ス出力は低下することになる。ところが予想に反して、予備励起工程で蓄積されたエネル
ギーが有限の時間に渡り、一定の値を保つ現象を発明者は見出した。発明者が行った実験
では、その時間は１００μ秒程度だった。これは、ファイバ共振器長により変化するもの
と思われる。すなわち、発光停止工程の時間を制限することで、次のパルス励起工程によ
るパルス出力は、先のパルス出力と同等のものが得られる。この発光停止工程の時間は、
共振器内部の緩和振動が消滅する時間よりも長く、また予備励起工程で蓄積されたエネル
ギーが低下しない時間の間に設定すれば良い。
【００３３】
　また、予備励起工程では、ファイバ共振器を低出力で連続発光させるが、その際に与え
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る励起エネルギーの値も重要である。この連続発光を安定して継続できる励起エネルギー
を与えないと、後述するように出力タイミングが変化するためである。
【００３４】
　以下に、本発明のパルス光源における駆動方法を各工程に分けて詳細に説明する。
【００３５】
　（パルス励起工程）
　パルス励起工程は、図４に示すように、パルスを発光させる工程である。一定の発光停
止工程の後に、パルス励起を行うことでパルス光が発生する。この工程では図１で説明し
たように、内部エネルギーを過飽和状態にし、蓄積されたエネルギーを一気に放出するこ
とでパルスを発生する。パルス励起工程の開始からパルス発生までの遅延時間は、図１（
ｃ）の遅延時間ｔ１で示した時間であり、パルス励起のエネルギーがパルス発生の閾値に
達するまでの時間である。また出力するパルス出力、パルス幅、遅延時間はパルス励起電
流に依存する。
【００３６】
　（予備励起工程）
　予備励起工程では、前述したように連続光を発生することでレーザ活性媒質へエネルギ
ーを蓄積する工程である。予備励起に必要なのは、安定した連続光の発振であり、このた
めの入力強度（予備励起入力）が有る値以上であれば、入力強度によらずパルス励起工程
でのパルス発光出力は変化しない。しかし、この予備励起入力が低いと、パルス励起工程
でのパルス発光に影響を与える。これを、図５を利用して説明する。図５は予備励起工程
における励起用レーザ光源の出力とパルス励起工程でのパルス出力バラツキの関係を示し
たものである。縦軸はパルス励起工程での相対的なパルス出力バラツキであり、数字０は
発光しない状態を示し、数字１００は、目標のパルス出力を示す。矢印の長さは、その間
のいずれかのパルス出力が発生することを表す。
【００３７】
　図５において、ファイバ共振器がレーザ発振する閾値以下で予備励起入力を与えると、
パルス励起工程でのパルス出力が大きくばらつく。この閾値を超えると徐々にパルス出力
のバラツキが減る。予備励起入力が約２Ｗを超えると、バラツキが見られず、その後は予
備励起入力の値によらず、一定のパルス出力が得られた。これは閾値近傍ではレーザ発振
が不安定な状態で、エネルギー蓄積が不十分になるためと考えられる。
【００３８】
　そのため、予備励起工程では、安定なレーザ発振が得られる予備励起入力が必要となる
。一方、予備励起のパワーは２Ｗを超える値で可変しても、パルス出力と遅延時間とは変
化しなかった。この結果よりレーザ発振により蓄えられるエネルギーは励起パワー２Ｗ程
度で飽和すると考えられる。以上の結果、予備励起パワーは２Ｗ程度以上の励起光強度が
望ましい。
【００３９】
　また、パルス励起工程と予備励起工程とは、時間を空けずに連続して行うほうが良い。
図６に、パルス励起工程と予備励起工程との間に休止時間を設けた場合を示す。図６ａは
ファイバレーザ出力、図６ｂは駆動電流波形を示す。休止時間を設けると、図６ａに示す
ように、予備励起開始時にパルス光（サブパルス）が発生する。このサブパルスの出力は
不安定であるので、精密加工に用いる場合には、パルス励起工程により生じるパルス光の
みが望まれる。
【００４０】
　本実施例における、この発光停止時間とサブパルスの出力の関係を実験により求め、そ
の結果を図７に示す。図から明らかなように、休止期間を１μ秒以下にすることでサブパ
ルスの発生は抑えられる。従って、パルス励起工程と予備励起工程との間は、１μ秒以下
にすることが好ましい。
【００４１】
　（発光停止工程）
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　次のパルス励起工程の直前には、共振器内部のレーザ発振や緩和振動の無い状態、すな
わち内部エネルギー変動の無い状態が一定時間以上必要である。このため、発光停止工程
が必要になる。これを、図８を用いて説明する。図８ａは、発光停止時間が設けられてい
ない場合のパルス出力を表す。図８ｂは、そのときの駆動電流である。発光停止時間を設
けなければ、図８ａに示すようにパルス出力は大幅に低下してしまう。これは、発光停止
時間がないため共振器内部で内部エネルギー分布が変動する不安定な状態となり、次のパ
ルス発生のための過飽和なエネルギー蓄積が生じないためである。発光停止時間を設ける
と、レーザ発振を行わない安定な状態になるため、レーザ発振閾値を超えた過飽和なエネ
ルギー蓄積が可能となり、パルスが発生する。なお、発光停止時間は、緩和振動を抑える
のに十分な時間が必要であり、かつレーザ発振に伴う蓄積エネルギーを失わない時間以内
の範囲で決める必要がある。
【００４２】
　具体的な値として、本実施例での発光停止時間とパルス励起工程でのパルス出力の関係
を図９に示す。図９は発光停止時間とパルス出力の関係を示した物である。用いたファイ
バはコア径６μｍのＹｂドープファイバ、共振器長は１６ｍ、励起光は９１５ｎｍの半導
体レーザである。発光停止時間が１５μ秒に満たないと、パルス出力が低下する。これは
、緩和振動が十分収まらず、過飽和状態が阻害されるためである。本実施例での利得スイ
ッチによるパルス発生には、共振器内でのレーザ発振が完全に収まった状態が必要であり
、このための時間として１５μ秒程度の時間が必要と考えられる。
【００４３】
　一方、発光停止時間が６０μ秒を超えるとパルス出力が再び低下する。さらに２３０μ
秒を超えるとパルス出力は急激に低下する。これは、予備励起入力により蓄積されたエネ
ルギーの保持時間の上限が２３０μ秒程度であることを示している。この上限を超えると
蓄積エネルギーの損失が大きくなりパルス出力が低下する。さらにパルス出力が変動しな
い非常に安定な状態が１５～６０μ秒の間に存在することも分かった。従って、本実施例
でのファイバ共振器であれば、発光停止時間は図９のＡの範囲である１５μ秒以上、６０
μ秒以下に設定するのがさらに好ましい。この範囲であれば発光停止時間によってパルス
出力はほとんど変化せず、安定な出力特性が得られる。
【００４４】
　発光停止状態は、蓄積されたエネルギーの損失がパルス光発生に影響しない程度であり
、かつ次のパルス発光が可能な静止状態を創り出すための長さが要求される。２３０μ秒
を超えると蓄積エネルギー損失が大きくなり、１５μ秒より短くなると共振器の過飽和状
態が阻害される。
【００４５】
　この発光停止時間は、Ｙｂ添加ダブルクラッドファイバの構造にも依存する。本実施例
では、コア径６μｍ、長さ１０～２０ｍのファイバである。また、励起光の波長は９１５
ｎｍ近傍、出力光の波長が１０６４ｎｍ近傍のものを用いた。ファイバレーザのコア径を
１０μｍ程度まで大きくし、ＦＢＧの反射率など共振器の設計を調整すると、発光停止時
間の最小値は５μ秒程度まで短くすることができる。共振器構造を最適化することでパル
ス出力が変化しない安定な発光停止時間を５μ秒～８０μ秒にすることも可能である。発
光停止時間を短くすることでパルスの繰り返し周波数の最大値を高くすることが可能にな
る。
【００４６】
　本発明のパルス出力の改善効果を示すために、従来の方法と比較した測定結果を次に示
す。本発明においては、図３にて説明したファイバレーザを用い、駆動電源１１０におけ
るパルス励起工程のパルス励起電流を１０Ａ、予備励起工程の予備励起電流を２Ａ、発光
停止工程の停止時間を２０μ秒とした。ファイバ共振器のコア径６μｍ、共振長さは１６
ｍである。また、励起用レーザ光源の波長は９１５ｎｍのものを用い、パルス間隔を１０
μ秒～１００００μ秒で可変した。このときのパルス発振時の出力光の波長は１０６４ｎ
ｍである。一方、従来の方法では、予備励起工程と発光停止工程とを除いた他は、本発明
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と同一の構成とした。なお、ここでは、パルス励起電流の値は同じ、すなわち第１の電流
と第３の電流を同じ電流とし、同一パルスの繰り返し発生における、パルス間隔依存性を
評価した。
【００４７】
　図１０ａは、本発明のパルス間隔に対する出力値の関係を示し、図１０ｂは従来の方法
における同様の値を示す。図から明らかなように、１５μ秒以下では、いずれの方法でも
パルス出力が低下した。これはパルス間隔が十分長くないと、緩和振動が抑えられず利得
スイッチによるパルス発生効率が低下するからである。さらに、従来の方法では、パルス
間隔が２０μ秒を超えると徐々に出力が低下し、２００μ秒をこえると急速にパルス出力
の低下が生じた。一方、本発明では、１５μ秒から１００００μ秒まで、パルス出力の低
下は見られない。同様に、図１０ｃに本発明のパルス間隔に対する遅延時間の関係を示し
、図１０ｄに従来の方法における同様の値を示す。パルス出力と同様に１５μ秒以下では
、いずれの方法でも遅延時間がパルス間隔に依存して変化した。さらに、従来の方法では
、パルス間隔が１００μ秒を超えると遅延時間が急激に増加するが、本発明では、１００
００μ秒にいたるまで、遅延時間の変化は見られない。従って、本発明の予備励起工程と
発光停止工程とをパルス励起工程の間に設けることで、パルス間隔によらず、安定してパ
ルス特性を得ることができる。本発明のレーザ光源は、１５μ秒以上の任意のパルス間隔
において、パルス出力、遅延時間が変化しない安定なパルス発光が可能となる。
【００４８】
　なお、本実施例では、励起用レーザ光源として波長９１５ｎｍの半導体レーザを用いた
が、パルス励起用と予備励起用で異なる波長を用いる構成でも良い。例えば予備励起用の
励起用レーザ光源としては波長９１５ｎｍの半導体レーザを、パルス励起用には波長９７
５ｎｍの半導体レーザを用いても良い。Ｙｂドープファイバは９７５ｎｍの光に対する吸
収係数が大きいので、９７５ｎｍの励起用レーザを用いることで、より高出力のパルス光
発生が可能となる。この場合は、波長９７５ｎｍのファイバの吸収係数が大きいため、フ
ァイバレーザ共振器における蓄積の分布が強くなり、パルス出力のバラツキが増大する。
しかし、予備励起を９１５ｎｍの半導体レーザで行うことで、予備励起におけるエネルギ
ー蓄積分布が小さくなる。この結果、９７５ｎｍの励起用レーザでパルス励起した場合で
も、バラツキの少ない安定なパルス出力が得られる。すなわち、ファイバレーザのパルス
励起には吸収係数の異なる波長でパルス励起と予備励起を行うことで高出力のパルス光を
安定に得ることができる。
【００４９】
　なお、本実施例では、ドープファイバをＹｂドープファイバで説明したが、これ以外の
レーザ活性物質を含むファイバであれば良い。すなわち、レーザ活性物質としてドープさ
れた、Ｅｒ、Ｐｒ、Ｎｄ、Ｔｍ、Ｈｏなどの希土類や、これらを混合したファイバでも良
い。ドープする希土類を変えることで発振波長を選択できる。また、ファイバを進行方向
に複数の部分に分割し、それぞれに異なるドープ材料またはドープ濃度のファイバを接続
する構成にすると、高速なパルス変調が可能となる。
【００５０】
　また、パルス発光用のレーザ光源を複数個用意し、励起レーザと予備発光用の励起レー
ザとに別々に振り分ける構成も可能である。例えば、励起用レーザを４つの半導体レーザ
（ＬＤ）で構成し、低出力しか必要としない予備励起にはそのうち１つのＬＤを使って励
起し、パルス発光には４つのＬＤで励起する構成も可能である。低出力動作が必要な予備
励起ではＬＤの数が少ない方が低出力を安定に動作できるという利点がある。
【００５１】
　本実施例の構成では、出力したパルス光が励起用レーザに戻る可能性がある。この戻り
光が励起用レーザの出力端面に戻ると、ＬＤの端面破壊が発生する。これを防止するため
、励起用レーザには戻り光防止用の波長選択フィルターを備えるのが好ましい。励起用レ
ーザの出力近傍に波長選択フィルターを儲けることで、ファイバレーザからの戻り光を抑
圧できる。
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【００５２】
　（実施の形態２）
　実施の形態２では、遅延時間のバラツキをさらに正確に抑制する方法について説明する
。そのためには、パルス励起電流を利用する。
【００５３】
　遅延時間とは、実施の形態１で説明した通り、パルス励起の開始からパルスが発生する
までの時間をいう。遅延時間に影響を与えるパラメータは、パルス励起電流、予備励起電
流、発光停止時間である。ここで予備励起電流は、図５で説明したように一定の値（図５
であれば２Ｗ以上）を超えると遅延時間に影響しない。従って、遅延時間に影響するパラ
メータは、パルス励起電流と発光停止時間とになる。
【００５４】
　そこで、予備励起電流が２Ｗのとき、発光停止時間と遅延時間との関係を図１１ａに、
パルス励起電流と遅延時間の関係を図１１ｂに示す。パルス駆動電流は、励起用レーザと
して用いた半導体レーザの定格の範囲内で駆動させた。図１１ａはパルス駆動電流を１０
Ａに固定した場合の発光停止時間と遅延時間の関係である。図１１ｂは、発光停止時間を
２０μ秒に固定した場合のパルス駆動電流と遅延時間の関係である。図１１ａに示すよう
に、発光停止時間が１５μ秒以上であれば、遅延時間と発光停止時間との関係は、直線関
係を示す。また、図１１ｂに示すように、パルス駆動電流が２Ａから１２Ａまでは、この
変化は直線関係にある。これらの図からわかるように、パルス励起電流や発光停止時間が
変化すると遅延時間も数μ秒の範囲で変化する。これが遅延時間のバラツキである。従っ
て、予めこれらの関係を調べておき、パルス駆動電流と発光停止時間とを定めれば、より
正確に遅延時間のバラツキを抑制できる。特に、任意のパルス出力に対する高精度のパル
ス発光タイミングを必要とする応用に本発明の構成は有効である。図１１ａ，ｂの関係に
基づき、任意のパルス間隔をμ秒以下の精度で制御できる。半導体チップのマイクロマー
キング等、高速に微細形状を形成する場合はμ秒程度の遅延時間のバラツキは許されない
ので、高精度で遅延時間を制御する必要がある。
【００５５】
　図４を用いて、具体的な遅延時間の設定方法について説明する。図４（ａ）はパルス出
力の時間波形、図４（ｂ）は励起用レーザを駆動する駆動電流の時間波形である。第３の
電流Ｉ３を可変する場合、電流値によって遅延時間ｔ３が変化する。このため、パルス出
力に合わせてパルス間隔を設定する必要がある。
【００５６】
　パルス発光のタイミングを高精度で制御するファイバレーザ光源の構成を、図１２を用
いて説明する。レーザ光源は、実施の形態１で示したレーザ光源の構成（図３）にパルス
制御回路１２１，タイミング弁別回路１３１を追加した構成である。パルス制御回路１２
１は、励起用レーザ光源１０３に駆動電流を与える駆動電源１１０に出力すべき駆動電流
を指示する機能を持つ。そのために、駆動電源１１０にタイミング弁別回路１３１が接続
されており、タイミング弁別回路１３１は、駆動電源１１０の駆動電流を判断して、パル
ス励起工程か予備励起工程かを弁別する。またタイミング弁別回路はパルス励起工程、予
備励起工程、発光停止工程の開始、終了のタイミングをパルス出力制御回路１２１に指示
する。タイミング弁別回路１３１は、パルス励起工程であればパルス励起タイミング信号
を、また予備励起工程であれば予備励起タイミング信号をパルス出力制御回路１２１に送
る。
【００５７】
　タイミング弁別回路１３１のパルス発光タイミングの設定方法を以下に示す。
【００５８】
　第１の方法は発光停止時間（ｔ１）を固定する方法である。発光停止時間（ｔ１）を固
定すると遅延時間は図１１ｂに示す駆動電流のみの関数となる。予めパルス出力Ｐ３（次
に出力を予定しているパルス）よりＩ３の値（次に出力を予定しているパルスの励起電流
）を取得し、図１１ｂの関係を使って遅延時間（ｔ３）を算出する。予備発光を停止する
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タイミングに発光停止時間（ｔ１）と遅延時間（ｔ３）を加えたタイミングがパルス発光
のタイミングになる。
【００５９】
　第２の方法は、パルス出力、発光停止時間をともに固定しない方法である。この場合、
図１１ａ，ｂに示すように、遅延時間（ｔ３）は発光停止時間（ｔ１）とパルス駆動電流
（Ｉ３）の関数となる。予めパルス出力Ｐ３（次に出力を予定しているパルス）よりＩ３
の値（次に出力を予定しているパルスの励起電流）を取得し、図１１ｂの関係を使ってＩ
３による遅延時間の影響を算出する。次に、発光停止時間（ｔ１）を決定し、発光停止時
間による遅延時間の影響を図１１ａの関係を用いて算出する。この２つの関係より遅延時
間（ｔ３）を求める。予備発光を停止するタイミングに発光停止時間（ｔ１）と遅延時間
（ｔ３）を加えたタイミングがパルスを発光するタイミングになる。
【００６０】
　第１または第２のいずれかの方法で、発光停止時間（ｔ１）と遅延時間（ｔ３）を算出
し、予め取得したパルス発光タイミングとｔ１，ｔ３の関係より、予備励起を停止するタ
イミングを算出する。以上の方法を用いることで、任意のパルス出力に対して、パルス発
光タイミングを１μ秒以下の精度で制御できる。
【００６１】
　なお、図１１の関係は、励起用レーザ光源の波長、Ｙｂドープファイバの種類、共振器
長、ＦＢＧの反射率などで変わるので、使用する共振器に合わせて予めこれらの関係を調
べておく必要がある。
【００６２】
　なお、発光停止時間は、図９に示したように、パルス出力にも影響する。パルス出力を
一定に保つために、発光停止時間の可変範囲は１５μ秒以上、６０μ秒以下の範囲で選択
するのが好ましい。
【００６３】
　（実施の形態３）
　本発明の応用形態について説明する。本実施の形態では、ファイバレーザからの出力を
波長変換素子により波長変換して短波長光を発生するレーザ光源を説明する。
【００６４】
　図１３に示すレーザ光源は、実施の形態１で示したレーザ光源の構成（図３）に、サン
プリングミラー１０８、ＰＤ１０６、ＡＰＣ回路１２０、タイミング弁別回路１３０を追
加した構成である。本実施例では、励起用レーザ光源として波長９１５ｎｍの半導体レー
ザを用い。ＦＢＧの反射波長を選択してファイバからは１０６４ｎｍのレーザ光が発生さ
せた。この１０６４ｎｍの光をＳＨＧモジュール１０５により波長５３２ｎｍの緑色光に
波長変換し、その一部をサンプリングミラー１０６により分岐してＰＤ１０６により出力
を検出している。
【００６５】
　ここで、ＳＨＧモジュール１０５は非線形特性を持つ素子なので、基本波の波長に依存
して変換効率が変化し、高調波出力は基本波の２乗に比例して増大する。この特性を利用
すると、ＳＨＧ素子出力側での予備励起工程により生じる予備発光の出力強度を大幅に抑
圧できる。例えば、ファイバレーザ出力側でパルス励起工程によるパルス出力が１００Ｗ
、予備励起工程による予備発光の出力を１Ｗとすると、ＳＨＧ素子出力側では、それぞれ
５０Ｗ、０．００５Ｗとなる。すなわち、ファイバ出力側では、予備発光の出力はパルス
発光の出力に対して１／１００の割合であるが、ＳＨＧ素子出力側では、この割合が１／
１００００と大幅に低下する。すなわち、ＳＨＧ素子を通すことで、予備発光出力を大幅
に抑制することができる。これによって予備発光のない通常のパルス光源と同様なレーザ
加工が可能となる。
【００６６】
　次に、パルス励起工程によるパルス出力を安定化するための制御を説明する。図１２に
示すファイバレーザ光源において、パルス出力制御回路１２０は、励起用レーザ光源１０
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３に駆動電流を与える駆動電源１１０に出力すべき駆動電流を指示する機能を持つ。その
ために、駆動電源１１０にタイミング弁別回路１３０が接続されており、タイミング弁別
回路１３０は、駆動電源１１０の駆動電流を判断して、パルス励起工程か予備励起工程か
を弁別する。タイミング弁別回路１３０は、パルス励起工程であればパルス励起タイミン
グ信号を、また予備励起工程であれば予備励起タイミング信号をパルス出力制御回路１２
０に送る。一方、ＳＨＧモジュールからの高調波出力は、その一部がサンプリングミラー
１０８を介してＰＤ１０６で検出され、高調波出力信号としてパルス出力制御回路１２０
に送られる。
【００６７】
　パルス出力を安定化する第１の方法は、パルス出力制御回路１２０が、入力された高調
波出力信号をタイミング弁別回路１３０からの情報に基づいて、パルス励起工程か予備励
起工程かの弁別を行う。まず、パルス出力制御回路１２０は、パルス励起工程での高調波
出力信号を弁別し、この高調波出力信号と予め設定された目標値とを比較し差分値を計算
する。パルス出力制御回路１２０は、この差分値が最小になるように、駆動電源１１０の
電流出力を調整する。これを繰り返すことで、パルス出力を目標値に近づける。この方法
は、一定の遅延時間を必要とするため、リアルタイムにパルス出力を安定化させることは
できないが、大きな出力変動を防止できる。この制御を行わないと徐々に出力変動が増え
、２０から３０％程度の出力変動が生じたが、この方法によって±１０％程度の出力変動
に抑えることが出来た。
【００６８】
　この出力変動は、予備励起工程での高調波出力信号を用いると、さらに低減出来る。そ
れは、利得スイッチによるパルス発生では、共振器内部に蓄積されたエネルギーでパルス
出力が決るので、パルス励起工程が始まるとパルス出力の制御が出来ない。そのため、パ
ルス励起工程での高調波出力信号だけでは、出力変動を十分に小さくすることが出来ない
。ところが、予備発光は連続光なので、ＰＤ出力をフィードバックしリアルタイムで目標
出力に調整できる。従って、予備励起工程での高調波出力信号を用いると出力変動をより
小さくすることが出来る。
【００６９】
　パルス出力制御回路１２０は、予備励起工程での高調波出力信号を弁別し、この高調波
出力信号と予め設定された目標値とを比較し差分値を計算する。パルス出力制御回路１２
０は、この差分値が最小になるように、駆動電源１１０の電流出力を調整する。その後、
パルス励起工程での高調波出力信号と予備励起工程での高調波出力信号との比を基に変換
効率を決定する。この変換効率を基に所望の高調波出力に必要なパルス励起電流を決定し
、所望のパルス出力をえる。このように、予備励起工程での高調波出力信号を利用するこ
とで、より安定なＡＰＣ制御が可能となり、出力変動を±５％程度まで低減することが可
能になる。
【００７０】
　前述したように予備発光工程での出力は一定の値を超えれば、次のパルス発光に与える
影響はほとんどない。このため、パルス発光への影響を気にすることなく予備発光出力の
調整が可能となる。
【００７１】
　なお、本実施の形態では予備発光時のＳＨＧモジュールからの変換光を検出してＡＰＣ
制御を行ったが、予備発光時のファイバレーザからの基本波出力を検出してＡＰＣ制御を
行うことも可能である。
【００７２】
　このＳＨＧモジュールには、例えばＭｇＯ：ＬｉＮｂＯ3、およびこの材料に分極反転
構造を形成したものを使用することができ、他のリン酸チタニルカリウム（ＫＴｉＯＰＯ

4：ＫＴＰ）やＭｇ：ＬｉＴａＯ3など、およびこれらの材料に分極反転構造を形成したも
のを使用してもよい。　また、分極反転構造を有する非線形光学結晶、例えばＭｇ：Ｌｉ
ＮｂＯ3（コングルエント組成・ストイキオメトリー組成）、Ｍｇ：ＬｉＴａＯ3（コング
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【００７３】
　なお、本発明の実施形態では、波長変換の一例として、赤外光（１０６４ｎｍ）から可
視光（５３２ｎｍ）への変換を例にしたが、第２高調波発生以外にも、和周波発生、差周
波発生、パラメトリック発振にも分極反転構造の周期を利用して、光の位相を整合させる
構造を利用しているものであれば使用ができる。
【００７４】
　また、本発明はファイバレーザから出力されたパルス光を波長変換素子により高調波に
変換した波長変換レーザとしても応用できる。波長変換として第２高調波に変換すると短
波長光の発生が可能となり、加工対象物の範囲が広がる。波長変換は非線形現象を利用す
るため、パルスの強度分布を変調できる。波長変換することでパルス幅を約１／２程度に
圧縮できるという利点を有する。
【００７５】
　さらに波長変換素子として周期状の分極反転構造有する非線形光学結晶を用いると、パ
ルス波形整形に有効である。周期状の分極反転構造を有する波長変換素子はウォークオフ
がないため長い作用長を利用できる。作用長が長くなると波長変換を行う波長許容度が狭
くなる。パルス波形は立ち下がり時にテールを引くため立ち下がり時間が遅くなるが、こ
のテール部分の波長とパルスピークの波長がわずかに異なる。このため周期状の分極反転
構造を有する波長変換素子により波長変換を行うと、テール部分の変換効率が低下してパ
ルス波形が整形される利点がある。このため、非線形光学効果によるパルス幅の圧縮に加
えて、パルス波形整形が可能であるという点で有効である。
【産業上の利用可能性】
【００７６】
　本発明にかかるファイバレーザ光源とそれを用いた波長変換レーザ装置短波長光源によ
れば、パルス間隔を変化させた場合にも常に安定なパルス出力が得られる。このような高
出力パルスファイバレーザによって、レーザ加工、レーザアニールなどの産業用度に適し
た短波長光源を実現することができる。
【符号の説明】
【００７７】
　１０１　励起用レーザ光源
　１０２　Ｙｂドープファイバ
　１０３　ＦＢＧ（ファーバブラッググレーティング）
　１０４　ＦＢＧ（ファーバブラッググレーティング）
　１０５　ＳＨＧモジュール
　１０６　ＰＤ
　１０８　サンプリングミラー
　１１０　駆動電源
　１２０　パルス出力制御回路
　１２１　パルス出力制御回路
　１３０　タイミング弁別回路
　１３１　タイミング弁別回路
　２０１　励起光
　２０２　レーザ媒質
　２０３　出力光
　２０４　ミラー
　２０５　ミラー
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